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はじめに
筆者は55歳の（実質）定年まで金融機関に勤めて本部の部長・支店長職を経たのち，取
引先に出向し役員として５年在籍するというビジネス経験を持っている。現在は私大で主
としてキャリア関係科目を担当する教員として職を得ている。また千葉商大では本年度
（2013年度）で８年目になるが，非常勤で起業・経営・中小企業関係の授業を担当させて
頂いている。経歴をまず示したのは，そうした点を前提として，ここでキャリア教育を論
じているということをまずご承知おき頂きたかったからである。
今就活に臨む学生はバブル後に生まれ，世界に勇躍する日本経済をまったく知らない世
代である。失われた20年が当たり前の世代ということだ。一方40年前の学生であった筆者
は，高度成長に陰りが見え始めたとは言え，まだまだ皆が未来を信じることの出来た1970
年代前半に就職し，“Japan as №１” を謳歌した幸せな世代と言ってよい。
そうした目で今の学生を見ると，彼らは不幸な世代ということになるのだが，“ 幸福な ”
時代を知らないのだから，彼らに敢えて不幸な気持ちはないのかもしれない。ただ彼らが
世代的に不幸かどうかは別にして，今の就活生が悲惨である状態に間違いはない。悲惨で
あることの最大の要因が経済環境にあることは常識としても，要因は決してそれに止まる
ものではない。
現在文科省を中心に，社会で役立つ人材を養成するためのプログラムが初等教育から高
等教育まで詳細に展開されようとしている。国を挙げて，国家に有為な人材を如何に創生
しうるかが懸案事項とされているということである。そのために，例えば経産省から “ 社
会人基礎力 ” なるものが提示され，そして少なからぬ大学で，これが教育目標（goal）に
祀り上げられるようにもなっている。
しかしながら，各大学が挙ってキャリア教育に臨んではいるのだが，未だしの感が強く，
また達観すれば，今後ともこのままの方向性では期する効果は挙げられないものと想像さ
れる。ここでは，社会（多くは企業）が大学に真に求めているのは何かということを明ら
かにする。そして，大学自身が浮足立たずに自信を持って信ずるところの教育展開が可能
な環境を整え，その結果として，学生が幸福な第一歩を踏み出すことの出来る世界が構築
される。そうした大学の体制が，一秒でも早く実現することを念じて小論を記すこととし
た次第である。
筆者は「キャリア教育」について，「“ 社会人として生き抜く力 ” をつけるための学び」
と定義しており，本来的に「就業力教育」はその一部にすぎない。そのことを十分認識し
たうえで，「キャリア教育」を「就業力教育」とほぼイコールの意味で使用している。ま
た本稿は「キャリア教育」について，主として体制面から論じた酒井（2012）の続編の位
置づけにあること，及び，対象を文系とりわけ社会科学系の学部・学生に絞って議論して
いることを予め申し添えたい。
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１．就活システムの昨今
一．筆者の時代の就活状況
筆者は地方大学の出身であり，1972年の卒業である。その前年７月，８月と２つのニク
ソンショックが生じ，特に，のちの大幅な為替切上げの契機となる，８月のドルショック
はとりわけ日本経済に大きな影響を及ぼすこととなった。しかしながら筆者個人の就活は
71年の３月までに終了しており，就活面で大きな影響を受けることはなかった。当時を思
い起こすと就活市場においてはまだまだ学生側が売り手市場にあり，３年の秋（この場合
70年10月）にある商社から既に内定を貰った者もいたくらいである。
また地方にいる学生が東京に本社のある企業を志望する場合，支社・支店等出先での簡
単な面接を受けたのちに，ところてん式に東京に “ 飛行機 ” で送り込まれ，その日のうち
に合否が知らされる場合も少なくなかった。次項で触れるが，今の就活はそうした目で見
れば，まったく異次元の世界の出来事である。
もっとも筆者の体験は歴史的に見て，これは恵まれるすぎる話であるかもしれない。ま
た当時は，あからさまに “ 指定校 ” 性が公言されていた時代でもあった。このことは民間
企業だけではなく，旧特殊法人（現独法等）でも採用されていた。政府の禄を食むすなわ
ち税金で養われている機関でさえそれが許されたのである。他は推して知るべしであろ
う。そうした意味では，現代の就活は平等性が保証されるようなっている。しかしそれも
括弧付にはということであるが…。
二．現代の就活システム
a. 就活サイトの跋扈
12月の就活解禁（2015年４月採用まで）に向けて学生は戦々恐々と不安な日々を過ごす。
表１は2013年３月卒業者の進路先である。全卒業者（大学院進学者を含む）を分母とする
正規就職者は63.2% に止まる。手続きとして，解禁後にエントリーの受け付けが開始され
るのは当然のことであるが，実はその前に “ プレ ” エントリーを受け付ける企業もあり，
その機会を洩らしてしまうと，人気企業では説明会にすら進めないケースも出て来る。
では人気企業とは何ものであろうか。日経新聞では，毎年前12月から翌１月にかけて全
国の特定大学の学生を対象とする人気企業調査を行う。2013年２月27日付同新聞によって，
同調査の総合ランキング結果を見てみると，第１位の日本生命保険以下100位以内に「銀
行・証券・保険・その他金融」が23社ランクインしており，昨今の金融人気の復活ぶりが
窺われる。
なおこの調査は相対的に恵まれた大学を対象にしており，多くの大学の学生は対象外で
ある。13年発表の同調査の対象は表２に示したように，国立64校，公立13校，私立39校の
計116校にすぎない。また表３は国公私立別の大学生数である。表２に戻ってそれぞれの
総数を100とする比率で見ると，国立74.4％，公立14.4％，私立6.4％，計14.8％ということ
である。しかも残りの国立が教育大，医大，女子大等であることを勘案すると，ビジネス
パーソン予備軍の対象としての国立大学の学部・学科はほぼ100％対象とされていると
言ってよい。
一方比率が低率に止まる私大39校も早慶を筆頭に，東京で言えばいわゆる日東駒専以上
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の偏差値大学である。このうち東京に本拠を置く大学は23校で，これを神奈川・千葉・埼
玉の首都圏にまで拡大してもその数は24校にすぎない。対象私大における東京の優位性が
圧倒している。これが学生の選ぶ「人気企業」の実態である。
そうした人気企業を就職サイトで検索すると，ブックマークをもとにエントリー数が示
される。人気企業や有名企業ではその数が有に万を超える。「人気企業」にランクインす
る企業は，当然のことエントリー数が極端に高くなってしまう。また中堅・中小企業です
ら千を超える企業も少なくない。大抵の学生は名の知れた企業をまず見に行く。これはど
んな学生にとっても人情であろう。そして見に行ったサイトのブックマーク（エントリー）
数の多さにおののき，気の弱い学生はそこで尻込みしてしまう。
しかし考え方によっては，学生がこうして尻込みするのは本当は僥倖であるのかもしれ
ない。なぜならば特定の大学以外から採用する気がない企業の採用担当者にとって，エン
トリーは少なすぎては困るが，多すぎては事務処理だけで謀殺されてしまい，次のステッ
プへの見極めが煩雑極まりないこととなってしまうからだ。その昔，政府系の特殊法人で
すら採用人数が少ないことを理由に，「指定校」制を公言してはばからない時代のあった
ことについては前述した。万という単位のエンントリーを捌くためには，“ 実質的 ” 指定
校制が採用されていておかしくない。エントリー（シート）の段階で学校名で足切りが行
われているのだとすれば，そこで尻込みする学生が多くなることは，（採用）担当者にとっ
て，省力化・省エネ化が図られることとなりこれは好ましいことであろう。逆に（指定校
以外の）学生にとっても，無理・無駄が省かれることとなり，こちらにとっても好ましい
結果となろう。
筆者は酒井（2012）で，「リクナビ・マイナビといった就活 WEB は当初，採用企業に
とっては，採用作業の省力化が期待出来，またより優秀な学生の採用を可能とする合理性
に満ちた，理想のシステムであったかもしれない。一方学生にとっては，就職先の情報収
集が容易になりかつ志望企業の選択が広がり，エントリーの利便性を高める夢のシステム
であったかもしれない。だが現状は，企業・学生ともにこのような魔法の杖などなかった
時代と比べて，作業負担が増えストレスが高まっている」と述べた。
ところでこうした就活方法では採用費用が嵩むわりに，自社にジャストフィットする学
生が採用出来ないことを学習した中堅・中小企業のなかには，就職 WEB ばなれを起こす
企業も出始めている。採用ミスした１人の価値は500人採用する企業と５人採用する企業
では，当たり前のこと重みがまったく違う。それだけ相対的に企業規模が小さくなればな
るほど，慎重にならざるをえなくなるわけだ。WEB・インターネットの活用は合理的で
あることは間違いない。だが合理性だけで血の通った学生を採用することは，本質的に端
から無理があったということであろう。
折からのアベノミックスの援軍も得て，就活市場にも漸く好転の兆しが見られるように
なった。そのため企業から大学へのコンタクトが増えている。ただ，こうした環境の好転
効果だけで企業のコンタクトが増えているわけではない。これまでの学習を踏まえて，実
際に採用担当者が大学に出かけ自分の目で直に学生を見たい。そうした気分が高まって来
たことも，理由として大きい。中堅・中小企業が，ようよう形式的な機会均等性の罠に気
付いたということであろう。これは学生にとっても朗報である。先に述べたように，学生
の無駄な努力が省かれるからだ。
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表１　学部卒業者の進路（2013年３月卒）
計 構成比％ 院進学者 構成比％
就職者
正規 構成比％ 非正規 構成比％
計 558,853 100.0 63,333 11.3 353,123 63.2 22,738 4.1 
国立 100,134 100.0 33,619 33.6 47,444 47.4 3,513 3.5 
公立 27,895 100.0 3,912 14.0 19,213 68.9 652 2.3 
私立 430,824 100.0 25,802 6.0 286,466 66.5 18,573 4.3 
男子 308,817 100.0 47,200 15.3 184,274 59.7 8,053 2.6 
女子 250,036 100.0 16,133 6.5 168,849 67.5 14,685 5.9 
資料：文部科学省『平成25年度学校基本調査速報（2013.8.7発表）』
表２　日経人気企業ランキング
ａ．日経対象数 ｂ．全国大学数 ａ／ｂ（％）
計 116 782 14.8 
国立 64 86 74.4 
公立 13 90 14.4 
私立 39 606 6.4 
資料１：文部科学省『平成25年度学校基本調査速報（2013.8.7発表）』
資料２：日本経済新聞2013年２月27日付
表３　全国大学学生数（学部）
学生数 構成比（％）
計 2,868,928 100.0 
国立 614,785 21.4 
公立 146,159 5.1 
私立 2,107,984 73.5 
男子 1,652,914 57.6 
女子 1,216,014 42.4 
資料：文部科学省『平成25年度学校基本調査速報（2013.8.7発表）』
b. 就活四点セット
現代の就活は，①会社説明会参加→②エントリーシート（履歴書）提出→筆記試験
（SPI，性格検査，適性検査等）→面接試験の四点セットで実施されることが多い。ただ
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しこの順は企業によって異なる場合も多々ある。加えて，リクナビ，マイナビ等のいわゆ
る就活サイトを通じて，募集されるケースが相当程度多数を占める。
⑴　会社説明会
会社説明会は，学内と学外，合同と単独のそれぞれ２通りがあって，組合せとしては４
通りあることとなる。最近は学外の合同説明会への参加企業が増えることと同時に，大学
内説明会（合同・単独ともに）に臨む企業も増加傾向にある。
特に学内説明会では，採用担当者が大学を訪れることによって “ 素 ” の大学の雰囲気や
学生の性向を肌で感じることが出来るわけだ。これは，デジタルデバイスを通じてでは決
して得られることの出来ない “ 生 ” の情報である。特に採用ミスを極力回避したい中堅・
中小企業にとっては手数は掛かるかもしれないが，リスクを軽減させるためには重要なア
クションと言ってよいであろう。
また学生にとっても，志望する企業で実際に働いている人たちを直にみることの出来る
絶好のチャンスである。説明会に出向く学生に，筆者は，「動物園では人が動物を見るも
のと勝手に決めつけているが，実は動物にとっては自分たちが人を見るという感覚なのか
もしれない。それと同じように，説明会等では企業が一方的に学生を品定めする機会と考
えているかもしれないが，逆に学生自身が企業を品定めする絶好のチャンスだ」と言い続
けている。企業が美辞麗句を駆使して学生を誘ってみても，品性や社風はその社員に表れ
る。特に中小企業などで，社長自らリクルートに乗りだしているような場合には，「その
社長と一緒に仕事をしてもよいと思えるかどうか，直観でよいので判断するようにしなさ
い」と指導もしている。
会社説明会は，企業にとっても学生にとってもお互いが直接触れ合うことの出来る絶好
のチャンスということだ。ただ残念ながら学生の気分としては，企業に気に入られること
を先行させて，自らが企業を見極めるという感覚までは未だ持ち得ていないのが実情だ。
⑵　エントリーシート（履歴書）
汎用的な履歴書には市販のもの，大学所定のものなどがあるが，エントリーシートは履
歴書の私家版あるいはその拡張版と考えてよい。手元に学生から入手したアパレル販売会
社のエントリーシートがある。これを参考までに紹介しよう。
氏名・連絡先・学歴等の共通項目は省くとして，このエントリーシートでは，①課外活
動（サークル・部活・ゼミ等），②アルバイト経験（期間・内容），③全身写真のコーディ
ネートテーマ，④長所と短所を教えて下さい，⑤学生時代に力を入れたこと，またそれに
よって得たことを教えて下さい，⑥当社へ入社を希望している理由を教えて下さい，⑦当
社でチャレンジしてみたい職種を教えてください，⑧⑦の職種を選んだ理由を教えてくだ
さい，⑨保有資格・免許，⑩留学経験・海外在留経験（国・期間・目的）の以上10項目が
問われる。
これの特徴としては，⑦⑨⑩以外は何らかの形で文章力が問われること，③で顔写真以
外の全身写真の添付が求められ，しかもその写真のテーマを説明しなければならないこ
と，用紙がＡ３版でスペースが大きいこと，手書きであること，等々である。こうした情
報が本当のところどこまで採用データとして必要であるのか分からない。
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企業としては，これでファーストステップ段階での見極めが可能ということであろう。
しかしこれを完成するまでに，その学生は１週間もの時間を費やしている。確かにあれこ
れ考えればそれくらいの時間はかかって当然である。なお出来栄えは水準以上であり，エ
ントリーシートの模範例として，筆者は授業で使わせてももらっている。だが問題は彼女
の努力の結果である。残念なことにエントリーシートは通過したものの，結局面接は通ら
なかった。１週間の苦労が水の泡となったわけである。これは一例にすぎない。学生はこ
うした徒労を繰り返して何度もの挫折を重ねる。ただそれでもどこかに内定が取れればよ
い。学生の立場に立てば，苦労しても苦労しても内定が取れない場合，精神的に追い込ま
れたとしても不思議ではない。そうした歪んだ構造が，現在の就活システムには内包され
ている。
言いたいのはこれまで企業が買手市場をよいことに，就活する側（学生）の立場に立つ
ことなく，赴くままに振る舞って来た結果が，このようなエントリーシートの要求に繋
がっていると言えるであろう。採用されるかされないかの不安な状態のなかで，学生は全
力を尽くす。偏差値通りに行かないのが採用試験であるとすれば，内定を取れない学生は
行き場を失ってしまう。エントリーシートの名前は恰好よいが，その実学生にとって地獄
の苦しみを生む “ 憎っくき ” 存在なのだ。なお紹介したケースは手書きなので使い回し出来
ない。しかしネット上の提出であればそれが可能となる。企業はそんな状況のなかで，エン
トリーシートによる選別が可能と，本当に胸を張って言い切ることは出来るのであろうか。
⑶　筆記試験
現代の筆記試験は SPI３の活用されることが多い。SPI はリクルート社が開発した採用
のための適性検査である。“３” はバージョン３ということである。同社のホームページに
よると，年間利用企業数9,810社，受験者数163万人と紹介されている。近年大学学部の卒
業者が50万人台であることと比較すれば，その圧倒的な浸透力・影響力について改めて思
い知らされる。
SPI３も利用目途によっていくつかのタイプがある。大卒向けとされる「SPI３- Ｕ」の
内容を見て行くこととしよう。総合検査 SPI-U は大きく「性格」検査，「能力」検査の２
つに分かれる。
「性格」検査では，①行動的側面，②意欲的側面，③情緒的側面，④社会関係的側面，
⑤職務適応性，⑥組織適応性の６つの傾向が判定されるということだ。リクルート社とし
ては，長年蓄積したデータ分析と検証によって，同検査の品質には絶大の自信を持ってい
るということでもある。たとえば後掲する「社会人基礎力」の類が一定のスタンダードと
された場合，こうした性格能力検査に企業が依存し続ける限り，パスする学生はパスし続
け，パス出来ない学生は永遠にパス出来ないこととなるであろう。もちろん企業も一様で
はないので，すべての企業がまったく同じような判断を下すとは限らないが，その可能性
は否定出来ないであろう。とにかく以下に見る「能力」検査と異なって，事前対策が基本
的に不可能なために学生にとって悩ましいこと限りがない。
「能力」検査は，①言語と②非言語の２つに分かれる。同社ホームページの説明をその
まま引用すれば，「“ 言語 ” は，言葉や文章の意味・構成・要旨を的確に理解する力を測定
し，“ 非言語 ” は，獲得した情報をもとに新しい情報や的確な判断を道き出す力や，グラ
108─　 ─
フや表を正確に解釈する力が測定される」ということである。そしてこの結果について，
同検査に参加した学生全体の中において水準比較が行われる。
この検査はせいぜい中学校レベルの問題であり，とりわけ中学受験を経験した学生であ
れば小学校レベルと言っても差し支えないくらいのものである。したがってそれほど怖れ
おののくことはないのだが，学力に自信のない学生にとって大きな負担となっていること
は間違いない。実際に，「筆記試験のない」企業を探して就活する学生の存在などは，冗
談ではなく笑えない事実である。
またこの検定は，①テストセンター，②インハウス CBT，③ WEB テスティング，④
ペーパーテスティングの４つの方式からどれかを企業が選んで実施される。①はセンター
試験のイメージであり，②④は当該企業が用意した会場に出向いて，パソコンもしくは紙
ベースで受験することとなる。この中で問題なのは③の方式である。WEB 上での本人確
認が難しいため，成りすまし（替え玉受験）も可能とされる。
レベルは小・中学程度であるとしても，この検査結果から言葉や文章の理解力，数表か
らの情報処理・判断能力が測定される。その有効性が理解できないわけではない。しかし
ながら問題は，企業がこうした検定試験に依存しなければならない現状（大学の劣化）を，
大学がどのように考えるのかということである。能天気に就活対策としての SPI 講座な
ど開いている場合ではないはずなのだが…。
⑷　面接試験
就活学生が一番神経を尖らせるのが面接試験である。エントリーシートや筆記試験は多
分に足切り材料としての意味しか持たないが，当然のこと企業は直に志望者と対面の出来
る面接に力を入れる。いくら秀逸なエントリーシートを書き上げ，筆記試験に優秀な成績
をおさめたとしても，面接に失敗すればすべて水泡に帰してしまう。企業は，最低限の学
力があり，言いたいことを過不足なく表現出来る力があれば，それ以上の専門能力などほ
とんど問わない。
こう考えると，エントリーシートや SPI は本来無用の長物なのである。しかしながら，
WEB 上で簡単にエントリーすることが出来るようになった現在，学生が万・千単位でア
クセスしてくれば，企業の採用担当者はどこかで足切りせざるをえなくなる。それがエン
トリーシートや SPI の本質的な存在理由であろう。
最近の傾向として，中堅・中小企業の一部において WEB 離れを起こし始めているとい
う事実は前述した。エントリーシートの出来具合いや SPI の得点で足切りをしたとして
も，なかなか面接までおメガネに叶う学生が残らないことも多く，それが企業の悩みどこ
ろになっている。本当に欲しい人材が，エントリーシートや SPI などで弾かれてしまう
ことがあるとすれば，これは企業にとっても学生にとっても大きな損失である。
そのことに気が付いた企業は，一層企業説明会（合同・単独ともに）に力を入れるよう
になって来たというわけだ。だれが書いたか分からないエントリーシートに翻弄され，中
学（あるいは小学）程度の学力を問わなければならない現状の不毛性にストップをかけよ
うということである。その代わりに，説明会で直に学生に接し実際に見極めるチャンスを
多くする。そうしたことを通じて現状の不満足な状況を打開する。原点に帰ることがやは
り，手間暇はかかるが王道ということなのであろう。
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面接で問題なのは，多くの企業が自信を持って選考基準を示せないことである。だから
色々な段階の面接が繰り広げられる。そして段階が多ければ多いほど内定までに時間がか
かり，学生の負担が一層増してしまうこととなる。筆者の実際に持っている事例を紹介す
ると，とある中堅どころの印刷会社では社長と副社長（社長夫人）が２人で何度も何度も
学生を呼んで面接を繰り返し，有に学生は一月以上も宙ぶらりんの状況に晒された。また
ある中堅どころのスーパーでは，最終面接を通ったあとに適性（性格）検定が実施され，
その結果で不採用となった例もある。
要は面接試験に決め手がなく，採用側が迷うに迷ってしまうということである。特に後
者の例で不採用となった学生のストレスは想像以上のものである。蛇の生殺し状態で引っ
張られるのであれば，いっそのことすぱっとダメ出しされた方が学生にとってどれだけ
清々しいことか。その方が，次へのチャレンジも前向きに取り組むことが出来る。
これまで新卒採用市場では企業が買手市場であったために，自己都合を優先させ，学生
のメンタル面に配慮しない企業が多かったことは事実であろう。内定をゲット出来ない責
任の大半は学生にあるとしても，工夫次第で学生のストレスを緩和することは出来るはず
である。そのことを企業にはよくよく考えて頂きたい。切なる希望である。
c. 現状の採用選別の評価
以上で近年の採用選別の方法を見て来た。就活サイト（WEB）は当初企業にとっても
学生にとっても，また大学にとっても夢のシステムであったかもしれない。企業から見れ
ば，一定のコストで以前より幅広く学生の網掛けが可能となり，選考過程の相当部分がシ
ステム化＝省力化もされる。学生側から見ても，居ながらにして（WEB 上で）エントリー
が可能となり，企業選択の幅が広がる。そうした期待が大きかったわけだが，実際にはま
た別な問題が顕在化し，こうした現行のシステムに綻びが見え始めたということである。
ではこの場合問題の本質は何のであろうか。達観すれば昨今の厳しいコスト制約の下
で，採用の決め手を欠く採用担当者が，安易に新しい採用方法に飛びついてしまったこと
が，要因の１つとして挙げられよう。
翻って詳細は後述するが，今後は雇用形態そのものがメンバーシップ型からジョブ型へ
変わるとする議論がある。こうしたコンテクストのなかで，ここでは MBA を取り上げた
い。MBA ホルダーの雇用については，これがメンバーシップとしての雇用であるのか，
ジョブとしての雇用であるのか判断に困る。マネジメントという職能は，良好なメンバー
シップのなかでこそより持てる力が発揮出来ると思われる。だが，ビジネススクールでは
マネジメントを一種のジョブとした教育が展開される。
ミンツバーグ（2006）では MBA に関して興味深い指摘が数々展開される。同書ではま
ず，「一部の有力コンサルティング会社はだんだん MBA 離れを進めて，理系，芸術系，
法律系などさまざまな分野の学生を取り混ぜて採用するようになった。2002年にマッキン
ゼーのあるシニアパートナーから聞いた話によると，いまや採用する新入社員の70％は
MBA 以外だが，“ ことのほかうまくいっている ” とのことだった。近いうちにプロフェッ
ショナルスタッフの半数以上が MBA 以外の人材になるだろうと，このシニアパートナー
は言っていた」（Ｐ119）とするエピソードが紹介される。そして続いて，トロント大学ビ
ジネススクールのロジャー・マーチン学部長による2000年９月11日のフィナンシャル・タ
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イムズ紙の発言でダメ押しされる。「かって勤務していた有力コンサルティング会社では，
ハーバードやスタンフォードのビジネススクール卒業生がスワスモアやアマースト，ウィ
リアムズなどの一流大学の哲学科卒業生よりも総合的思考力が優れているという考え方を
完全に捨てた」（Ｐ55）とするのである。
同書の中でミンツバーグは，なぜ，MBA がホットなのか？との問いかけも行う。彼自
身の見解として示されるのは，「企業は MBA 取得者を採用することで，実のところなに
を買っているのか。学校側と採用側の多くの関係者に話を聞く限り，企業が買っているの
は教育成果ではなく，社員採用の方法だ。MBA の資格は，企業の社員採用にお手軽なお
墨つきを与えてくれる。ハーバードなりスタンフォードなりの卒業生であれば間違いはな
いだろうと考えるのだ。もし採用した学生が “ 外れ ” ても大学のせいにできる」（Ｐ113）
ということだ。
以上は重要な指摘である。マネジメントをジョブ（職能）の１つとして教育を受けた
MBA ホルダーの能力に疑義が呈され，またこれまでコンサルティング会社において彼ら
を大量に採用して来たのは，彼らの受けて来た教育成果ではなくそのブランド力にすぎな
いということである。もっとも，マネジメントがジョブか否かは本項での議論の対象では
ないので，ここでは採用に集中しよう。MBA ホルダーの採用選考においてすらそういう
ことであるとするならば，要は，採用に関しては科学的な決め手などはなく，ただただブ
ランド力に寄りかかっているということにすぎないということであろう。
話題をわが国の採用選考に戻そう。わが国では就職時期が一定時期に定められているこ
ともあって，WEB 活用型の採用方式ではより以上に，有名人気企業に対応する有名有力
大学を頂点として，ピラミッドの底辺に中小・零細企業に対応する無名大学が位置すると
する構造となっている。WEB システムは，一見すべての大学にオープンで平等性が保証
されているように見える。しかしその実，一定時期に有力人気企業の採用試験が集中し，
そうした企業が欲しがる有名有力大学の学生にばかり焦点が当たり，その他の大学はその
輪から弾き出されてしまうということである。
MBA 採用と同じような選考が，形を変えて厳然とわが国でも展開されているというこ
とである。有名有力大学の卒業生であれば，たとえ “ 外れ ” であっても「仕方ないね」で
済んでしまう。だからこそ官僚的大企業であればあるほど，ブランド大学出身者の採用が
増えてしまう。平等性を信じて採用試験対策に勤しみ，幾度となく説明会や会社訪問に出
掛け，その挙句「本当は君は当社の選考対象ではないんだよ」と，裏で舌を出されたので
はやるせなさすぎるであろう。
採用選考に関して筆者は，企業は，①実質的指定校制があるのであればそれを公開する
こと（企業イメージを損なったとしても），②エントリーから内定までの期間を一定以下
におさめること，③選考は面接を主体とすること，の三点を特にお願いしたい。しかしそ
の一方で大学が色々な問題を抱えているにせよ，学士号の授与において，最低限の品質保
証を図らなければならないことは当然のこと，この場合の大前提となる。そうした前提が
クリアされなければ，現状の企業・学生双方のストレスともに解消には向かわない。現在
の就活学生の苦しみはその相当部分が，企業のエゴと大学の怠慢の相乗効果によるものと
考えて間違いない。たとえ学生の責任が大きいのだとしても…。
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２．就活力を問う
一．行政・産業界の対応─代表指標としての「社会人基礎力」─
「社会人基礎力」には産学官が挙って市民権を与えたようである。項目と説明を表４に
掲げた。こうした12項目が社会人基礎力として認知され，多くの大学でそれを目標とした
教育が展開されようとしている。しかしこうしたものに，大学は血道を挙げていてよいも
のであろうか。以下では「社会人基礎力」について批判的に検討してみることとする。
a. 方法論的検討
「社会人基礎力」だけのものではないのだが，これには本質的に１つの方法論的問題を
抱えている。ここにも，社会科学における要素還元主義的方法論適用の限界性が見られる
ということである。「社会人基礎力」とは何かということを掲題として，その要素を追究
する。この場合には，結果的に12項目が抽出された。方法論として帰納法的アプローチが
採用され，多くの識者が社会人基礎力を構成する “ らしい（＝蓋然性）” とするものが項
目として選定されたであろう。
要素還元主義は，基本的に自然科学の追究に大きな成果を挙げた方法論であり，生命体
を含めて物質の最小構成単位が素粒子であることが突き止められた。しかし IPS 細胞や
ES 細胞などの問題とは別に，そうした素粒子をいくら組み立てても生命体を作り出すこ
とには，未だ成功していない。それでも物質の最小単位を突き止めた事実は，自然科学に
おいてその有効性は疑いようがない。一方社会科学においては，説明のための “ 要素 ” が
確認されたからといって事象の説明性が高まることはほとんどない。
経済学や経営学において，それを動かす最小単位が人間であることは間違いのない事実
である。だが，それが分かったからと言って何も始まらない。それがどう経済や経営を動
かすのかという原理・法則が発見されなければ意味がない。社会科学の研究では無論そう
した努力が日々払われている。一方自然科学研究者の究極の目的は，すべてを数式で表す
ことであり，人間の意識さえもその対象とされるということである。
その伝では科学という限り，社会科学の原理・法則や法則もすべて数式で表されるもの
でなければならない。だがそれは未だ不全である。一昔も二昔も前に，マクロ経済モデル
や企業経営モデルがもてはやされた時代がある。しかし，それらのほとんどすべてが不成
功に終わっている。原理・法則は，一定以上の確率で事象の説明をなすものでなければな
らないが，それが出来ていないということだ。自然科学と同じ方法論を採用するのであれ
ば，説明力の確率も同レベルでなければならない。そうでなければ，とても科学の名前に
値するものではない。にも拘わらず，要素還元主義的方法論が幅をきかす。
百歩譲って社会科学にその方法論を採用するのであれば，帰納法的アプローチと対で演
繹法的アプローチに従った検証が必要となろう。帰納法によって「社会人基礎力」の要素
を見つけ出したとして，そうした要素の単体あるいはその組合せが，どういうメカニズム
で「社会人基礎力」を形成しうるかという検証が図られなければならない，ということだ。
社会科学の議論一般がそうであるように，残念ながら，この場合もそうしたプロセスが甚
だしく欠落している。
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表４　社会人基礎力
前に踏み出す力
（アクション）
主体性 物事に進んで取り組む力
例）指示を待つのではなく，自らやるべきことを見つけて積
極的に取り組む。
働きかけ力 他人に働きかけ巻き込む力
例）「やろうじゃないか」と呼びかけ，目的に向かって周囲
の人々を動かしていく。
実行力 目的を設定し確実に行動する力
例）言われたことをやるだけでなく自ら目標を設定し，失敗
を恐れず行動に移し，粘り強く取り組む。
考え抜く力
（シンキング）
課題発見力 現状を分析し目的や課題を明らかにする力
例）目標に向かって，自ら「ここに問題があり，解決が必要
だ」と提案する。
計画力 課題の解決に向けたプロセスを明らかにし準備する力
例）課題の解決に向けた複数のプロセスを明確にし，「その
中で最善のものは何か」を検討し，それに向けた準備を
する。
創造力 新しい価値を生み出す力
例）既存の発想にとらわれず，課題に対して新しい解決方法
を考える。
チームで働く力
（チームワーク）
発信力 自分の意見をわかりやすく伝える力
例）自分の意見をわかりやすく整理した上で，相手に理解し
てもらうように的確に伝える。
傾聴力 相手の意見を丁寧に聴く力
例）相手の話しやすい環境をつくり，適切なタイミングで質
問するなど相手の意見を引き出す。
柔軟性 意見の違いや立場の違いを理解する力
例）自分のルールややり方に固執するのではなく，相手の意
見や立場を尊重し理解する。
情況把握力 自分と周囲の人々や物事との関係性を理解する力
例）チームで仕事をするとき，自分がどのような役割を果た
すべきかを理解する。
規律性 社会のルールや人との約束を守る力
例）状況に応じて，社会のルールに則って自らの発言や行動
を適切に律する。
ストレスコン
トロール力
ストレスの発生源に対応する力
例）ストレスを感じることがあっても，成長の機会だとポジ
ティブに捉えて肩の力を抜いて対応する。
出所：社会人基礎力に関する研究会（経済産業省）『中間取りまとめ』
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b. 企業実務における「社会人基礎力」
これは極めて単純な話である。12項目をすべて身に付ければ，本当に「社会人基礎力」
= 就業力となりうるのかという根本的疑問である。筆者がへそ曲がりすぎるのかもしれな
いが，こうした12項目すべてを完璧に揃えた人物とは，仕事をしたくないと思う。人間は
欠点もまた魅力なのである。「基本的にだらしがなくて，加えて口下手なんだけど，兎に
角人好きのするタイプで，業績は抜群」という人物は多々いるであろう。「社会人基礎力」
がスタンダードとなって教育が進められ，そうした人物が模範とされた場合，そこから外
れた者は社会的に欠格者となってしまう。それで果たしてよいのであろうか。
こうした「社会人基礎力」の基準は企業側委員が主体的となって作成したように見られ
るが，これは人事考課上の「能力」評価そのもの考え方と言ってよいであろう。現行企業
における人事効果は「業績」と「能力」の二本立てとされる場合が多い。「業績」は計数
上の企業への貢献が主体である一方，「能力」は潜在性とりわけ将来性に関する代理変数
として扱われる。
人事考課上，この「能力」評価は極めて難しい。考課訓練ではそれぞれの項目の評価に
ついて，それなりの基準と判定方法が示される。しかし実際の考課に当たっては，「能力」
が「業績」に引っ張られたり，あるいは１つ好ましい点があれば，それに他項目も引きず
られるということが往々にして起こり得る（ハロー効果）。
言いたいのは，「能力」の測定は一緒に仕事をしている関係でも難しいということだ。
仮に「社会人基礎力」が人物の判断基準となり，それを採用試験に採用するとした場合，
ほとんど一見性の関係において，的確な判断が可能か否かということである。将来的には，
新 SPI 的な「社会人基礎力」判定テストの類いが開発されることになるのかもしれない
が，筆者は，基本的に判断が不可能と考えている。
そしてそれよりも何よりも，今挙って多くの大学が「社会人基礎力」に注目し，それを
教育目標に掲げていることに恐怖すら感じる。就職という言葉に弱い学生が一生懸命「社
会人基礎力」の修得に努めて，所期の成果を得たとしても，企業側が有効な判断基準を持
たないとすれば踏んだり蹴ったりである。「社会人基礎力」が一般的に企業や社会で市民
権を獲得し，それの判定に有効な方法が提供されなければ，学生は無駄な時間をまた費や
してしまうことになってしまう。
二．「ミンツバークの経営の三要素」から
図１は「ミンツバーグの経営の三要素」と言われるものであり，ミンツバーグ（2007）
に従っている。これでは，経営の三要素として，アート（ビジョン重視），クラフト（経
験重視），サイエンス（分析重視）の３つが挙げられ，経営者のタイプはこれら３つの要
素の組合せで決定するとされる。表５はその説明である。
また図２はこうしたミンツバーグの考え方を援用して，筆者が「キャリア力の三要素」
として考えたものである。生得気質（閃き重視），生い立ち（経験重視），学習（理屈重視）
がその構成要素である。表６が上記同様その説明である。
キャリア力の発揮には，生まれ持ったあるいは遺伝的に持ち合わせる気質（生得気質）
や，これまで育って来た環境下における自分史（生い立ち）や，家庭・学校における学び
（学習）などが影響する。生得気質は基本的に変えがたい要素であり，若い学生の自分史
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も多分に親の影響を大きく受ける。とすれば，学生時代に自身の頑張りで身に付けること
の出来る要素は，「経営の三要素」と同じく，サイエンス＝学習でしかない。
「社会人基礎力」のそれぞれの項目も，こうした「キャリア力の三要素」すなわち生得
気質，生い立ち，学習の３つに負うところが大きいものと考えられる。特に性格は，生得
気質と生い立ちの２つに負うところが大きい。実際に学生の就活に立ち会って悩ましいの
は，学生自身の努力では変えがたい要素に関する責任を，彼らが負わなければならない場
面である。
図１　ミンツバーグの経営の三要素
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出所：H. ミンツバーグ『MBA が会社を滅ぼす』
図２　キャリア力の三要素
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表５　ミンツバーク経営の三要素の説明
アート サイエンス クラフト
１．特徴 創造性→直感・ビジョン 体系的分析・評価→秩序 経験→実務性
２．タイプ
ナルシスト型
（アートのためのアート）
計算型（人間性に問題）
退屈型
（自分の経験域に止まる）
３．土台 創造性（視覚的） 論理（言語的） 経験（本能的）
４．手段 創造的内省 科学的事実 実践的な体験
５．関心事 斬新さ 再現可能性 有用性
６．意思決定
帰納的アプローチ
（具体的出来事→一般論）
演繹的アプローチ
（抽象概念→個別ケース
に適用）
双方向アプローチ
（具合論⇔一般論）
７．戦略決定 ビジョン 計画 冒険
８．イメージ 空気（精神）、迷子になる 地球（理性）、身動き出来ない 海（感覚）、漂流する
９．効果
内省とビジョンを通じた
包括的な統合
情報のインプットと評価
を通じた体系的な分析
行動と実験を通じたダイ
ナミックな学習
出所：Ｈ . ミンツバーグ『MBA が会社を滅ぼす』
表６　キャリア力：ミンツバーク経営の三要素からのアナロジー
生得気質 学習 生立ち
１．特徴 直感的 秩序的 経験的
２．タイプ
ナルシスト型
（自己満足）
計算型（人間性に問題）
退屈型
（自分の経験域に止まる）
３．土台 本能的 言語的 経験的
４．手段 閃き 学習の積重ね 生立ち体験
５．関心事 斬新さ 再現可能性 有用性
６．意思決定
帰納的アプローチ
（具体的出来事→一般論）
演繹的アプローチ
（抽象概念→個別ケース
に適用）
双方向アプローチ
（具合論⇔一般論）
７．就活行動 直観 計画 経験則・先輩の体験
８．イメージ
迷子になる
（直観的イメージが崩れた時）
身動き出来ない
（理屈で雁字搦め）
漂流する
（経験や参考事例がない場合）
９．効果
直観が冴え渡った場合に
最大の効果
情報のインプットと評価
を通じた冷静な判断
生立ちを活かしよい経験
談を得た時に最大効果
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「社会人基礎力」で切り捨てるのは簡単である。だが，どうにも個人の努力では変えが
たい項目を大学の目標として織り込んで，それに向けて不毛な努力を課すことが果たして
教育と言えるのであろうか。「社会人基礎力」を身に付けた人物が社会で活躍出来る者だ
として，どう頑張ってもそれを修得出来ない者は社会人不適格者ということになるのだろ
うか。社会人不適格者ということは，極論すれば社会に生きる価値がないということにま
でなってしまう。
筆者は，酒井（2012）でも述べたが，昨今の大学生の就職問題は，大学の設置基準が緩
和され数が急増したことにも大きな責任があると考える。設置基準が緩和された背景の基
本的な思想としては，「大学教育を受ける若者が増えれば，それだけ日本全体の学力水準
が上昇する」という単純な考えがあったのであろう。大学の数が増え，同世代の50% を
超える若者が大学に入学するようになったことに比例して，大学の質の劣化が生じてい
る。大学の質の劣化は大学自身の問題が大きいことは間違いないとしても，それだけには
止まらない。大学で学ぶ準備が十分でない者や，そもそも大学教育に馴染まない者，様々
な若者が大学に進学していることも大きな問題である。
中教審（2012）では，大学教育の質的転換が提唱される。ここでは，我が国の目指すべ
き社会像としては，「知識を基礎とした自立，協働，創造モデル」が示され，それを実現
するためには「学士力」が高められなければならないとされる。そしてそれを支える構造
として，大学と学生の変革が求められる。大学自身の変革も学生自身の変革も，必要であ
ることは間違いない。
だが今の学生には様々な理由でアルバイトが不可欠となっている。予習・復習を含めた
学修時間を増やさなければならないとしても，経済的にそれに耐えられる学生はどれだけ
いるのであろうか。奨学金等の経済的支援を充実させるのは一策である。だがそれが貸与
である場合，学生は多額の借金を抱えることとなってしまう。奨学金の返済不履行が社会
問題となっていることは周知の事実である。
元に戻る。ここで言いたかったのは，「社会人基礎力」などを論じる前に議論すべきこ
とが多々あるのでないかということだ。特に学習では如何ともしがたいことがあるとする
ならば，よりその感が強くなる。木島（2009）では，クロニンジャーのパーソナリティー
理論を解説して，「かって，“ 気質 ” は遺伝の影響があり，“ 性格 ” には遺伝の影響が少ない，
と考えられていましたが，“ 気質 ” と “ 性格 ” の両方とも遺伝子の影響があるようです」
と指摘される。気質も性格も生来のものである可能性が高いということだ。
大学におけるキャリア教育は，当たり前のことであるが，授業を実施して学習効果の挙
がるものでなければならない。「社会人基礎力」について生来の要素の部分が大きいとす
れば，授業では効果が得られない場合も多いということとなろう。そのことの議論が如何
にも少なすぎる。
三．メンバーシップ型雇用からジョブ型雇用へ
千葉（2013）では，今後の雇用は終身雇用制を前提としたメンバーシップ型から，高い
流動性を前提とするジョブ型に変更されるとする。同様に，中教審（2011）でも同じ問題
意識に立って初等教育から高等教育まで，キャリア教育・就業力教育を考慮しなければな
いと提言される。
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ジョブ型への変換には，仕事の塊としてのジョブ・セグメンテーションが前提となる。
このセグメンテーションは製造業の生産・製造技術者や特殊技能者については，まだ分か
りやすい。だが事務・販売系のいわゆる “ 文系 ” 雇用者についてはイメージが掴みにくい
し，そもそもそうしたセグメンテーションが可能か否かの検討がまず必要であろう。
統計局（2009）は標準職業分類である。この一般原則第２項（職業分類の適用原則及び
分類項目の設定と原則）では，分類項目は，「仕事の内容の類似性，仕事に従事する人数
等によりその仕事が社会的にどの程度１つの職業として確立しているかを考慮して定め
る」とする。そして考慮すべき仕事の内容の類似性としては，①仕事の遂行に必要とされ
る知識又は技能，②事業所又は組織の中で果たす役割，③生産される財・サービスの種類，
④使用する道具，機械器具又は設備の種類，⑤仕事に従事する場所及び環境，⑥仕事に必
要とされる資格又は免許の種類，という６項目が挙げられる。その結果，大分類12，中分
類74，小分類329の職業が示される。
統計局（2012）は2010年の国勢調査の結果である。これによれば，事務従事者18.4%，
販売従事者13.4%，サービス従事者11.5% となっており，この３職業に従事する者は合計
43.3% となる。これらが概ね文系学部を卒業した学生が就く職業と考えられよう。
そうしたところから，標準職業分類における大分類中の事務従事者を中分類で見てみる
と，①一般事務従事者，②会計事務従事者，③生産関連事務従事者，④営業・販売事務従
事者，⑤外勤事務従事者，⑥運輸・郵便事務従事者，⑦事務用機器操作員の７職種に分け
られる。さらに一般事務従事者を小分類で見てみると，①庶務事務員，②人事事務員，③
企画事務員，④受付・案内事務員，⑤秘書，⑥電話応接事務員，⑦総合事務員，⑧その他
の８職種に分けられている。
こうした職業分類をどの段階で見るかは別にして，これをジョブとしよう。分類はそれ
として，これらがジョブ型雇用の “ ジョブ ” となるためには，こうしたセグメンテーショ
ンに塊としての採用ニーズがあるのか否か，すなわちこれらの職種に雇用の流動性が保証
されるか否かということが確認されなければならない。ジョブ型雇用を謳うのであれば，
そのジョブが市場で流通可能かどうかがまず確認される必要があるということだ。しかし
この作業は予想以上に困難である。
このようにわが国の就業構造が変化し，今後の雇用形態がいわゆる “ 就社 ” から “ 就職 ”
に変わるのだとする場合，これは TPP への参加問題などと同様に，哲学の問題と考えら
れる。成行きで世界経済の流れに流されて行くこととは別に，強い決意を持って理想の経
済体制を実現するという選択肢もあるのではないかということだ。単純に，現状の延長を
前提にしてものを考えてはいけないということでもあろう。アルベール（1996）では，「資
本主義対資本主義」ということで，資本主義の形が決して１つでないことが示される。
３．大学の対応
キャリア教育に関する大学側の対応は，短期と長期に分けるべきである。そうした観点
から大学におけるキャリア教育について考えてみることとしよう。
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一．短期的対応
大学が実施する短期的キャリア教育への対応は，典型的にはエントリーシート，筆記試
験（SPI），面接対応であろう。これに時事問題対策，業界・企業研究などが付け加えら
れることも多い。しかしそれ以前の問題として，読み書き，計算能力が不十分であるとす
れば，それへの対応策も講じられる。ただし前述したとおり，この内容はせいぜい中学レ
ベルである。
業界・企業研究も名称はものものしいが，求められる水準は初歩的な段階に止まるとい
うのが多くの大学の実情であろう。要は採用試験を受けに行く学生が，「この業界に惚れ
込みました。御社の社風に共感を覚えました」と模範的な回答をする一方で，業界や企業
のことについて少し突っ込まれると，途端にしどろもどろになってしまう。この科目は，
その程度の対応策にすぎないと見てよいであろう。
本来的にはどれもこれもじっくり取り込むべき課題である。にも拘わらず，こうした
キャリア科目は掛け声とは裏腹に，本流（専門等）科目からの継子として刹那的に扱われ
ている，と言ったらいい過ぎであろうか。
二．長期的対応
表７は千葉商大のキャリアアップ科目である。これらは見掛け上，じっくりと取り込ま
れている様子が窺われる。すなわち長期的課題として取り上げられているということだ。
特に「B. 自分を高める」の項目には税理・経理関係が掲げられており，商科系大学の特
色が打ち出されている。
表７　千葉商大のキャリアアップ科目
区分 科目名
Ａ：自分を知る
キャリアデザインⅠ
キャリアデザインⅡ
Ｂ：自分を高める
就業力基礎
税理実務研究Ⅰ
税理実務研究Ⅱ
経理実務入門
税理実務入門
就業力実践Ａ
就業力実践Ｂ
公務員実務研究（Ａ）
公務員実務研究（Ａ）
公務員実務研究（Ａ）
Ｃ：ビジネスを知る・体験する
職業・業界研究
プロジェクト演習
企業研究
ビジネス探求
インターンシップ
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「Ａ：自分を知る・夢を持つ」中のキャリアデザインは，多くの大学で必ずと言ってよ
いくらいメニューとして採用されている。だが大学が種々の形で「人生を生き抜く力」を
身に付ける機能を保有しているのだとして，そうした力は，本当は七転八倒の結果でなけ
れば “ 真に ” は生まれない。経験の少ない学生に対するキャリアデザイン教育が，単なる
動機付けや職業紹介に終わるのは，そうした意味で仕方がないことと言えようか。
次いで千葉商大の特徴として評価した税理・経理関係についても，商大は学生が卒業す
るまでに，自然言語，人口・メディア言語，会計・データ言語の三言語をマスターさせる
ことを宣言している。にも拘わらず，ここでキャリアアップ科目として，税理・経理科目
をなぜメニューに入れなければならないのであろうか。通常の授業が授業として機能し，
学生が期待される最低限の学力を身に付けて卒業するのであれば，こうしたキャリア科目
の大半は不要となっておかしくない。
図３では，大学におけるキャリア教育の１つの在り方を示した。ここで言いたかったの
は，キャリアアップ科目として独立に時間が設けられているものの大半は，通常の授業の
なかで，教員が意識さえすればクリア出来るということである。筆者はここで，こうした
グリッド（格子）状に基づく教育方式をテキスタイル（繊維）構造と呼称する。
たとえばビジネスマナーなども独立の科目をしつらえて特別に学習させることが多い
が，秘書検定試験で課されるような本格的なものは通常の採用試験では必要ない。教員が
同期をとって挨拶，脱帽，飲食・私語の禁止などを，普段の授業の中で徹底すれば，最低
限のマナーなど簡単に身に付くはずである。これは学生の一般的性向と言ってよいのだ
が，単位を取ってしまえばほとんどの者が内容を忘れてしまう。大学では科目をしつらえ
ればそれで対策 OK とする雰囲気が強い。就活の範囲ではほとんどが専門性を問われない
ので，それはそれでよいとしよう。だがキャリア教育は違う。マナーのように身に付ける
べきものが身に付かないのであれば，いくら科目が設けられても意味がない。
筆者は，学生の健忘症対策としては “ 繰り返し ” しか方法がないと考えている。テキス
タイル構造の方法はその面で効果が大きい。授業が変わっても教員が変わっても，同じこ
とが同じように繰り返し繰り返し刷り込みされれば，身に付かない方がおかしい。FD 委
員会などが組織化されても，なかなか際立った成果が挙げられない現状を省みるとするな
らば，こうした簡単なところから始めることも一興と思われる。
大学関係者は敢えて正面から議論することを避けているが，大学と学生あるいは社会と
のミスマッチは百も承知のことであるはずだ。分かってはいるけど，どうしてよいのか分
からない。しかしこの問題はそんなに解決不能なのであろうか。学習効果が挙がらないの
だとすれば，どうしてなのかをまず追求すべきである。
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図３　キャリア科目と専門科目
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４．社会人に必要なソリューション力
昨今では４～500万もの負債を背負って卒業する学生も珍しくない。学生はこのように
多額の借金を抱えてまで，なぜ進学するのであろうか。皆が行くし，せめて大学ぐらいは
卒業しなければと親も子供も考える。それは分かる。だがこれまで学生側のそうした志向
に，大学が甘えきって一向に抜本的な対策を講じなかったことこそ一等罪が重い。ここへ
来て少子化の現実を目の当たり（定員割れ）にして慌てふためき，キャリア教育，就業力
教育と言い出した面は否定されないであろう。
酒井（2012）のなかで，「社会人基礎力などの官製人材像に心を奪われるのではなく，
それぞれの大学がそれぞれの特色を生かす形で，ディプロマポリーを謳い，それに基づい
てカリキュラムポリシーを宣言し，実際のカリキュラムを提供する」。そのことを提言し
た。大学のキャリア教育（単なる就業力教育ではなく）として，筆者は，「社会人として
生き抜く力を学ぶこと」が大事であると考える。そして，そうした「生き抜く力」の源泉
こそが「ソリューション力」であると理解している。
一．ソリューション力
「ソリューション力」は，文字通りそのまま問題解決能力ということである。ここでは
予め示したように，文系職種に限定して議論する。職場に限らずわれわれは日々様々な問
題に直面し，その解決を求められる。これを職場に限定すれば，経営の屋台骨を揺るがし
かねない究極の意思決定から，コンビニのシフト指示の類まで，種々雑多である。しかし
ながら大卒者の多くが大学で学んだことを意識して，果たしてソリューション力を発揮し
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ているであろうか。
同じ社会科学であっても，法律，簿記・会計といった制度や技術に関する “ 学び ” は実
際に役立つことが多い。一方で，その他の経済・経営系などではまず役立てることは皆無
と言ってよいであろう。だが本当にそうなのであろうか。前述した “１．二．Ｃ ” では，米
国のコンサルタンティング・ファームにおいても「MBA だけではなく，理系，芸術系，
法律系などから幅広く採用するようになった」と伝えられることを紹介した。
経営コンサルタントは，正しくマネジメントに関する知識と，高度なソリューション力
が問われる職業である。そうした職業においてさえ，様々な専攻をした学生が採用される
ようになっているということは，実に衝撃的なエピソードである。要するにこのことは，
マネジメントを学ぶこと以外にも，有効にソリューション力を発揮するためには，多様な
能力が必要であるということだ。
本稿で示したように就活力を技術的に向上させるためには，履歴書・エントリーシート，
筆記試験，面接試験等への対策が必要である。しかしそれだけでは，本当に就活力を備え
ているとは言えない。社会に出て独り立ちし，自らのソリューション力が問われる場面に
出くわした時，専門性は当然のこととして，基本的教養としてのリベラルアーツ的知識が
より必要とされることが多い。つまりリベラルアーツ的能力を持たなければ，専門性も発
揮しえないということなのだ。キャリア教育が独立した存在でないことを再三強調したの
は，こうした企みがあったからにほかならない。
では，ソリューション力とは何ものであろうか。筆者はこれまでの実務経験に照らして，
ソリューション力は，①レファレンス（＝参照）力と②人脈力の２つによって成り立つと
考えている。
レファレンス力というのは，解答の所在に関する “ 土地勘 ” を如何に保有しているかと
いうことである。大学で学んだ知識は専門家でも志望しない限り，大体が時間を経るに
従って薄れて行く。しかし，だから意味がないということではない。将来的に，「大学で
こんなことを，あの授業で習ったことがあるなあ」との記憶が残ればそれで十分でないの
かと，筆者は考えている。何か問題が与えられ解答を出さなければならなくなった時に，
薄ぼんやりとでも土地勘を持ち，その周辺をレファレンスすれば解答にアクセス出来る。
単純に言えば，それがレファレンス力である。
現代はネット社会である。インターネットの世界にはヒントがたくさん転がっている。
そうしたヒントをもとに，解答を編み出すということであってもよいだろう。しかし折角
の宝の山に踏み込んでも，土地勘がなければそれも宝の持ち腐れとなってしまう。レファ
レンス力を前提として考えた場合，極論すれば大学学部の教育は，こうした土地勘を醸成
する “ 程度 ” で十分に役割を果たすと見てよいのではないだろうか。
人脈力は言葉そのままである。問題解決を図らなければならない局面に立たされた時，
解決に関する情報をそのもの “ ずばり知っている ” 人物や，その周辺の情報を “ 知ってい
そうな ” 人物に心当たりがあれば，そこへ問い合わせすれば済むことが多い。そのための
人脈である。実際実務では，社内外に多くの人脈を持っていれば格段に仕事がスムーズに
運ぶ。人脈力＝出来る奴と言ってもよい。だからこそ，社内外における円滑な付き合いが
求められるし，とりわけ，社外それも直接利害関係のない人物との友好関係構築が重要視
されるわけだ。ただしこの場合忘れてならないのは，自分自身も他者から見れば，人脈の
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１人に数えられる存在になる必要があるということだ。一方通行の情報提供はありえな
い。そうした意味で，常に自分自身を磨き続けなければならないこととなる。真のコミュ
ニケーション力は，そういうところからこそ生まれるものである。
二．AOLの薦め
図４は “Learning Pyramid（＝学習定着率）” である。見られるように，これは
Lecture（一方的な講義）だけでは，学生の学びが定着しないことを示している。そうし
たことを踏まえて，近年キャリア力アップを目的とする，アクティブラーニングの手法を
採用する大学が増えている。河合塾（2013）によれば，従来の大学教育はパッシングラー
ニングに止まっており，これに対応する教育がアクティブラーニングとされる。極めて単
純化して言えば，教員も学生も積極的に学習に取り組もうということで，これは “ 一般的
な ” アクティブラーニングと “ 高次の ” アクティブラーニングの２つに分けられる。概要
を図５に示した。
図４　Learning　Pyramid（学習定着率）䠨䡁䠿䡐䡑䡎䡁䠍䠌䠂䠎䠌䠂䠏䠌䠂䠑䠌䠂
䠑䠂
䠓䠑䠂䠕䠌䠂
䠮䡁䠽䡀䡅䡊䡃䠝䡑䡀䡅䡋 䠲䡅䡏䡅䡑䠽䡈䠠䡁䡉䡋䡊䡏䡐䡎䠽䡐䡅䡋䡊䠠䡅䡏䠿䡑䡏䡏䡅䡋䡊 䠣䡎䡋䡑䡌䠬䡎䠽䠿䡐䡅䠿䡁 䠞䡕 䠠䡋䡅䡊䡃䠰䡁䠽䠿䡄䡅䡊䡃 䠫䡐䡄䡁䡎䡏
出所：National Training Laboratories
“ 一般的 ” 段階は「知識の定着・確認を目的とした演習・実験等」ということである。
中身の具体例としては，グループワーク・ディスカッションの導入，授業内容の確認シー
ト提出，小テストの実施，予習・復習の指示等ということにすぎない。この程度のことは
既に実施されていることが多いと思われる。むしろ衝撃を受けたのは，こうしたこともア
クティブラーニングにカウントしなければならない大学教育の現状である。
“ 高次 ” の段階は，「知識の活用を目的とした PBL，創生授業等」ということである。
PBL（=Problem Based Learning）は問題解決型授業のことで，まず教員が課題を出し，
それに学生が自主的に取り組み解答を導き出す方法である。こうした高次段階には，イン
ターンシップ，サービスラーニングなども含めてよいであろう。サービスラーニングは地
域のニーズ等を踏まえた社会奉仕活動の体験である。
─　 ─123
図５　アクティブラーニング：高次と一般的の関係ㅮ⩏䠖▱㆑䛾ఏ㐩 ୍⯡ⓗ䛺䜰䜽䝔䜱䝤䝷䞊䝙䞁䜾▱㆑䛾ᐃ╔䞉☜ㄆ䜢┠ⓗ䛸䛧䛯₇⩦䞉ᐇ㦂➼
㧗ḟ䛾䜰䜽䝔䜱䝤䝷䞊䝙䞁䜾▱㆑䛾ά⏝䜢┠ⓗ䛸䛧䛯䠬䠞䠨䚸๰ᡂᤵᴗ➼
出所：河合塾編著『＜深い学び＞につながるアクティブ・ラーニング』
いずれにしてもその中では，その後の学習への取組みや進路について新たな視野を得る
ことが期待されている。ここで注目しなければならないのは，“ 高次 ” のアクティブラー
ニングでは，知識ベースを活用することとともに，そこからは今後学ぶべき課題を見出さ
なければならないということである。これは双方向の学びということであろう。
そうした議論を踏まえて，筆者は，AOL（Application Oriented Learning ＝応用志向
学習法）を提案したい。以前のように，教養過程と専門過程を歴然と仕分けする大学は少
なくなった。しかしそれでも基礎の上に専門が成立するという考え方自体は，払拭されて
いないであろう。専門的研究者を目指すのであれば，それはそれで妥当性を認めてよい。
だが学部卒生は，ほとんどすべてが研究者になるわけではない。
翻って自然科学分野を志す学生は，車はどうして動くのかとか，昆虫に色々な生態がな
ぜあるのだろうかとか，雲からどうして雨や雪が降るのだろうかとか，子供の頃から目に
見える具体的なものに魅せられ，そこから興味を抱くことが多いであろう。また元々絵や
小説が好きな子供が，芸術に目覚めることもあるだろう。それに対して社会科学は，政治
も経済も目に見えるものではない。選挙演説や国会中継で政治を垣間見たとしても，それ
は政治の本質ではない。あるいは経済などはほとんど数字だけの世界であり，それを皮膚
感覚で実感するのは至難の技である。
一般に社会科学に自主的に興味を抱く学生は，よほどの変わり者といったら言い過ぎで
あろうか。ただ社会科学でも，法律や会計など職業に直結する可能性のある分野は，それ
なりの動機が認められる。また社会科学専攻者は，数学が出来ないとか，物理が苦手と
いった，消去法によって選択する場合も多いだろう。
要するに社会科学を専攻する学生には，強力な動機を持つ者は少ないということであ
る。動機も興味もない学生が社会科学を学んでも，学ぶ片端から忘れてしまって一向に不
思議ではない。残念ながら，それが社会科学教育における現実である。そうした現実に気
が付いていながら，手が付けられていないというのが今日の大学の姿である。
考えてみよう。何のために学ぶのか分からない学問をいくら学んでも，身に付かないの
は当然である。とすれば，どうしたら学生に興味を持たせることが出来るかということに，
問題は集約される。そのためにこそ，双方向でのアクティブラーニングなどが有効ではな
いかということだ。ここでの双方向性は，「知識→体験→知識」の形を考えている。
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なお筆者はこうした考え方を更に進めて，「体験→知識」を主軸することを薦めたい。
それが，AOL（Application Oriented Learning ＝応用志向学習）であるわけだ。これに
はアクティブラーニングも当然含まれる。この方法の具体例としては，たとえば小説を読
ませることから始めることもありえるだろう。筆者の個人的体験で恐縮であるが，昨年
（2013年）亡くなったトム・クランシーの一連の作品からは，国際政治力学や国際関係論
を学んだし，最近では，ジェームズ・ロリンズの作品から量子生物学に開眼させられた。
加えて筆者の専門に関して言えば，現在実験的に中小企業論を「中小企業白書」の読み
解きから始めている。白書を理解するためには，経済学，経営学，財務・会計学，統計学
等の基礎知識が必要である。しかしながら筆者が担当する学生の大部分が，こうした基礎
学力において不十分である。そのために，可能な限り基礎まで立ち返ることとしているが，
この方法（１人多役）では時間がいくらあっても間に合わない。白書の読み解きを「体験」
の範疇に入れるとして，ここで知識の足りなさを十分認識させたうえで，それをしっかり
理解するためにはどういう学び（科目）が必要であるかを考えさせ，選択させる。その結
果，新たな学びへの興味や関心が高まる。それを期待しているのであるが…。
なおここでの AOL は「体験→知識」のルートに止まってはならない。「体験→知識→
体験→知識→…」という，ある意味無限ループであることが望ましい。実際にソリュー
ション力ということが，社会人として第一に問われる能力であるとすれば，レファレンス
や人脈の重要性もこうした過程で理解されるであろう。図６がそのイメージである。
このことは特別なキャリア教育を提供すること以上に，大学として本来の姿に立ち返る
べきであることを示唆している。いずれにしても従来の方法論をそのまま踏襲しているの
では，本来大学が果たすべき役割も果たすことが出来ない。大学は原体験の少ない学生に，
たとえヴァーチャル（仮想）であっても原体験を経験させる努力を払い，そこを学びの出
発点としなければならないと考えるわけだ。アクティブラーニングを含めて，ここで提案
する「AOL」は学生への原「体験」の提供と見てもらってよい。
図６　AOLと専門科目䠝䠫䠨ϫ䠄༞ㄽ䠅䠝䠫䠨Ϫ䠝䠫䠨ϩ䠝䠫䠨Ϩ
ᑓ㛛䠣ᑓ㛛䠡ᑓ㛛䠠ᑓ㛛䠟ᑓ㛛䠞ᑓ㛛䠝
ᑓ㛛䠢ᑓ㛛䠤
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おわりに
本稿では，大学におけるキャリア教育の可能性を議論した。そして結論としては，いた
ずらにテクニックに走ったり，最大公約数的な規範作りすることがキャリア教育の真髄で
ないことを指摘したつもりである。要は大学は大学らしく，建学の原点に立ち返り，自信
を持って学生を教育しなければならないということだ。企業や官庁に必要以上におもねる
ことはない。今問われているキャリア教育は，全国に約780もある大学が社会にそれぞれ
どう責任を果たしていくかということに尽きる。
またミンツバーグを引いて，ビジネススクール教育の不全性も指摘した。米系企業にお
けるマネージャーへの登龍門とされる MBA 教育においてすら，不全性が付きまとうとい
うことであるとするならば，とりわけ社会科学系の学部教育におけるキャリア教育につい
て，成立を疑問視してもある意味当然であろう。
阿久戸（2014）では，中世にまで遡って近代大学の成立が解説される。以下に原文を引
用しよう。「近代的大学の祖である中世欧州修道院教育は，神学（人間の霊性分野での真
理追究）・医学（人間の肉体性分野における真理追究）・法学（人間の社会性分野における
真理追究）を専門課程とし，その土台となるリベラルアーツ教育を用意しておりました。
それは，基本３科目，すなわち文法・修辞・弁論の三学と算数（１次元研究）・幾何（２
次元研究）・天文（３次元研究）・音楽（時間と運動）の四科目から成る自由七科目で構成
されておりました。今から思えば驚くことが２つあります。第一に，当時の高等教育（実
態は大学院教育）の専門課程が医学・法学・神学という人を救済するための実学であった
ことです。第二に，基礎課程が文法・修辞・弁論という output 科目であったことです」。
そうした構造が，現代の大学における専門科目と基礎科目（一般教養科目＝リベラル
アーツ）の区分にも繋がったわけであろう。ここで阿久戸を少し拡大解釈することとしよ
う。阿久戸が言う自由七科目について，現代では，文法・修辞・弁論は「語学」，算数・
幾何は「数学」，天文は「物理・化学」，音楽は「芸術」と考えてみたいということだ。
さらに阿久戸では，文法・修辞・弁論の三学を output 科目としている。ここで筆者は，
こうした三学を含めた自由七科目を括って，コミュニケーション・ツールと考えてみるこ
ととしたい。そうすれば語学は自然言語として，数学は科学言語として，物理・化学は理
工学研究の共通ツールとして，芸術は感動や魂を共有する場として，理解してよいように
思われる。本来的な大卒者（学士）のコミュニケーション力は，このような知識を自由に
操ってこそ得られるものであるはずだ。
加えて，こうしたコミュニケーション・ツールは，一方的に実学の基礎となるだけでは
なく，両者は双方向の関係にある。医学を例に取れば，医学の研究には言語や数学や物理・
化学の知識は必ず必要である。音楽についても，医師のコミュニケーション手段として，
それを活用した治療も行われる。一方で，病を得た人々の嘆き・苦しみ，あるいは治癒の
喜びなどが，言葉や芸術の心を磨き，数学や物理・化学のさらなる発展を促す。
キャリア教育についての究極の姿は，こうした実学とコミュニケーション・ツールの双
方向性と同じであることを言いたかった。これらの関係は，筆者の言うテキスタイル構造
そのものである。最後に繰り返すが，現在の大学においてキャリア教育は必ずや必要であ
る。だがその目標は，決して「社会人基礎力」の類に止まるものではないはずだ。まず大
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学が大学自身の機能を取り戻し，信念を持って自らの信じるところを学生に教育する。大
学でマナー講座や SPI 対策を行わなければならない愚に，早く気が付くべきである。知
の拠点であることを自負するのであれば，なおのことそうであって欲しい。
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〔抄　録〕
現在文科省を中心に，社会で役立つ人材を養成するためのプログラムが初等教育から高
等教育まで詳細に展開されようとしている。国を挙げて，国家に有為な人材を如何に創生
しうるかが懸案事項とされているということだ。そのために，たとえば経産省から「社会
人基礎力」なるものが提示され，そして少なからぬ大学で，これが教育目標（goal）に祀
り上げられるようにもなっている。
しかしながら，各大学が挙ってキャリア教育に臨んではいるのだが，効果未だしの感が
強く，また達観すれば，今後ともこのままの方向性では期する効果は挙げられないものと
想像される。本稿では，大学におけるキャリア教育の可能性を議論した。そして結論とし
ては，いたずらにテクニックに走ったり，最大公約数的な規範作りすることがキャリア教
育の真髄でないことを指摘したつもりである。要は大学は大学らしく，建学の原点に立ち
返り，自信を持って学生を教育しなければならないということである。
